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事業内容、株主・投資家向け情報、CSR活動などについて、より詳細な情報を掲載しています。 

この報告書は古紙配合率100%再生紙および大豆インクを使用しています。 

伊藤忠エネクスビル 

伊
藤
忠
エ
ネ
ク
ス
株
式
会
社
　
２
０
０
５
年
３
月
期
　
会
社
案
内
／
連
結
年
次
報
告
書
／
社
会
・
環
境
報
告
書 



経営理念 
社会とくらしのパートナー 

──エネルギーと共に・車と共に・家庭と共に── 

社員の行動規範 

有徳 
（信義・誠実、創意・工夫、公明・清廉） 

グループ行動宣言 
お客様との関係 
①安全性 

 ・安全で安心な取引 

 ・製品・商品の品質管理 

②誠実対応 

 ・サービスの向上 

 ・お客様の情報管理 

 ・事故・クレ－ムへの対応 

 
お取引先との関係 
 ・公正な取引 

 ・企業情報の管理 

 
サプライヤ－との関係 
 ・公平な購買活動 

 ・独占禁止法の遵守 

 ・調達基準 

 
社員との関係 
 ・人権の尊重 

 ・健康、安全の尊重 

 ・働きやすい職場環境 

 ・公正な人材配置・雇用 

 ・適正な人事評価・処遇 

 ・相談窓口の活用 

 

 ・セクハラ・パワハラの禁止 

 
会社・会社財産との関係 
 ・資産・財産の保護 

 ・適切な会計処理 

 ・機密情報の管理 

 
地域社会との関係 
 ・社会貢献活動 

 ・社会市民との対話 

 ・行政との関係 

 
環境活動 
 ・継続的な環境活動 

 ・事業にかかわる環境ビジネス 

 ・環境マネジメント 

 ・グリ－ン購入調達 

 
株主・投資家との関係 
 ・適正な情報開示 

 ・安定した収益の還元 

 ・積極的なIR・広報活動 

 
節度ある企業行動 
 ・コンプライアンス 

 ・インサイダ－取引の禁止 

 ・贈答品の授受 

 ・政治資金規正法遵守 

 

 

私たちは、事故及び災害を未然に防止し、公共の安全を確保すると共にお客様に安全で安心な商品・サービスを提供します。  

私たちの取扱う商品は、品質を維持し、安全性の確保と安定供給を約束します。  

  

私たちは、常にお客様に喜ばれるサービスを心掛けます。  

私たちは、お客様に関する個人情報はお客様から同意を得た範囲内の目的で利用し、社内外に漏洩しないように適切に管理します。  

私たちは、事故・クレームを未然に防止し、再発防止対策を強化します。  

  

  

私たちは、公正かつ自由な競争のもとに商活動を行い、又政治・行政との健全かつ正常で透明な関係を維持します。  

私たちは、お取引先などの情報を適切に管理し、機密情報を適切に保護します。  

  

  

私たちは、サプライヤーに対して公平な購買活動を行います。  

私たちは、商取引に関するルールを遵守し、談合やカルテル、不公正を抱くような行為は一切行いません。  

私たちは、調達先を社会的規範、環境保全など客観的な基準に基づいて選定します。  

  

  

私たちは、役員・社員の人権を尊重し、性別、人種、出身、宗教、価値観などを理由とする差別やプライバシーの侵害を行いません。  

私たちは、全ての社員の健康と安全に配慮します。  

私たちは、危険物関連法令を遵守し、安全で働きやすい職場環境づくりを目指します。  

私たちは、公正な人材の配置を行い、雇用の継続に配慮します。  

私たちは、人事評価・処遇において透明性を追及し、適正に行います。  

私たちは、グル－プ行動宣言に自身が抵触した場合、或いは他の社員が違反行為を行い、それを指摘できない際は速やかに相談窓口に

連絡します。  

私たちは、男女雇用機会均等法を遵守して男女間の差別をなくし、セクシャルハラスメントやパワ－ハラスメントの発生を防ぎます。  

  

  

私たちは、会社の資産・財産を効率的に使用するとともに、適切に保護します。  

私たちは、商法や社内規定を遵守し、適正かつ透明な会計処理を行います。  

私たちは、会社の重要な機密情報を社外へ漏らすことのないよう徹底した管理を行います。  

  

  

私たちは、企業市民として、ボランティア活動への参加など、地域社会の支援・発展に寄与していきます。  

私たちは、社会市民とのコミュニケ－ションを深め、地域社会の活性化を図ります。  

私たちは、公務員や行政機関に対して健全で正常な関係を保ち、贈賄行為や接待贈答等の法に反する行為を行いません。  

  

  

私たちは、企業市民として、継続的な事業活動を通じて地球環境に配慮します。  

私たちは、環境に配慮したビジネスに積極的に取り組みます。  

私たちは、環境関連法規やＩＳＯ基準を遵守し、マネジメント体制を確立して環境保全を心掛けます。  

私たちは、企業活動の推進にあたり、グリーン購入の調達に努めます。  

  

  

私たちは、適正な情報を迅速に開示し、株主・投資家との明確なコミュニケーションを図ります。  

私たちは、業績向上に努め、株主重視の観点から安定した収益の還元を行います。  

私たちは、積極的なIR・広報活動を行い、株主利益の拡大に努めます。  

  

  

私たちは、一般社会のル－ル及び会社のル－ルを守り、社会的良識をもって行動します。  

私たちは、インサイダ－取引規制に違反する行為、又はその疑いをもたれる行為を行いません。  

私たちは、社会的常識・通念の範囲内で節度を保ちます。  

私たちは、政治資金規正法や公職選挙法を遵守し、企業人として適正に対応します。 

（2005年7月改訂） 
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本レポートに記載されている伊藤忠エネクスの業績の見通しなど、

将来に関する情報は、現段階における各種情報に基づいて当社の

経営陣が判断したものであり、実績は、為替レート、市場動向、経済

情勢などの変動により、現在の見通しと大きく異なる可能性がある

ことを、あらかじめご承知おきください。 

将来の情報に関する注意事項 

編集方針 

報告書の適用範囲 

次回発行予定 

お問い合わせ先 

 

 

本レポートは、従来の「会社案内」、財務情報を中心とした事業

活動全般の年次報告書である「アニュアルレポート」、社会・環

境面での活動報告書である「環境報告書」を統合したものです。 

本レポートは、「企業の社会的責任（CSR: Corporate Social 

Responsibility）」という視点から、当社グループの事業内容と

ともに、多様なステークホルダーの関心に応えるため、ステーク

ホルダー別（「お客様・お取引先様」「株主・投資家」「社員」「地

域社会」「地球環境」）に諸々の活動、パフォーマンスデータな

どを編集しました。また、環境に関わる当社グループの目標や

実績は「地球環境とともに」（P38～）にまとめて掲載していま

すが、各事業本部における具体的な活動や環境改善活動とし

て掲げている事項は、その他のページにおいても掲載し、環境

マーク で示しています。なお、財務情報については、

巻末にまとめて掲載しています。 

報告にあたっては、GRI（Global Reporting Initiative）の「サス

テナビリティ・リポーティング・ガイドライン2002」および環境省

「環境報告書ガイドライン（2003年度版）」を参考にしました。 

 

重要性や必要性を認識しつつ、情報の収集不足や整理不足などで

掲載を見送らざるを得ない項目があり、まだまだ不十分な内容です

が、皆様のご意見をいただきながら、よりよい報告書にしていきた

いと考えています。ご意見・ご感想をお寄せいただければ幸いです。 

 

 

 

対象期間 2004年4月1日から2005年3月31日 

 ただし、一部上記期間外の活動も含みます。 

対象範囲 財務: 伊藤忠エネクス株式会社 

  および連結子会社41社 

  非連結子会社（持分法適用）36社 

  関連会社（持分法適用）25社 

 社会: 伊藤忠エネクス株式会社およびグループ会社 

 環境: 伊藤忠エネクス株式会社 

  伊藤忠工業ガス株式会社 

  伊藤忠エネクスサポート株式会社 

 

 

 

2006年7月 

 

 

 

伊藤忠エネクス株式会社 

〒153-8655 東京都目黒区目黒一丁目24番12号 

IR広報・CSR室 

TEL. 03-5436-9356　FAX. 03-5436-8235 

E-mail  itcfhome@itcenex.com

1ITOCHU ENEX CO., LTD.

環境 



Car Life

Home Life

Industrial Material

豊かな社会を生み出す「企業活動」と「人々の営み」の 
“NEXTを支えるエネルギー”を提供しています。 

伊藤忠エネクス 

「カーライフ」の 
すべてをサポートする 

豊かな生活創造の 
パートナーとして 

社会を支える 
「生産活動」をサポートする 

産業マテリアル事業 →P28

カーライフ事業 →P18

ホームライフ事業 →P24

産業用エネルギー 
（石油・LPガスなど） 

産業資材 
（アスファルト、セメントなど） 

企業の生産現場 
（工場/物流センター） 

約2,500社 

LPガス 
住宅設備機器・ 
生活関連製品 

小売店 
約1,500店 

オートガスステーション 
約140ヵ所 

一般家庭 
約120万世帯 

サービスステーション 
約2,200ヵ所 

カーユーザー 

燃料油 車検・整備 
サービス 

中古車買取・ 
販売サービス 

■ お客様・お取引先様とともに 

■ 株主・投資家とともに 
→P32

■ 社員とともに 
→P33

■ 地域社会とともに 
→P36

■ 地球環境とともに 
→P38

カーライフ 
ホームライフ 
産業マテリアル 

→P20 
→P26 
→P30

伊藤忠エネクスグループの事業概要 

2 ANNUAL & CSR REPORT 2005
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社名 

英文社名  

本店所在地  

設立 

資本金  

従業員数 

主な事業の内容 

 

事業本部 

主な事業所 

 

伊藤忠エネクスグループ 

伊藤忠エネクス株式会社 

ITOCHU ENEX CO., LTD.  

東京都目黒区目黒一丁目24番12号　〒153-8655 

1961（昭和36）年1月28日 

198億7,767万円 

667名（2005年3月31日現在） 

当社は石油製品およびLPガスの販売を主とし、あわせて自動車用品、中古車の買取・ 

販売、住宅関連機器、ならびにカタログ・催事などの販売事業を営んでいます。 

カーライフ事業本部・ホームライフ事業本部・産業マテリアル事業本部 

営業部:九州、中四国、関西、中部、東日本、関東、東北、北海道 

※このほかに各営業部が管轄する支店が26ヵ所あります。 

連結子会社41社 

非連結子会社（持分法適用）36社 

関連会社（持分法適用）25社（2005年3月31日現在） 

ガソリンや灯油などを直接サービス・ステーション（SS）に販売する商社系卸として、国内最大規模

を誇っています。また、「SS（サービス・ステーション）からCS（カーライフ・ステーション）へ」をコン

セプトに、ガソリンや灯油、オイルを販売するだけでなく、車の買取・販売から車検整備、洗車、軽板金、

カー用品、自動車保険まで、“カーライフ”に関わるあらゆるサービスの提供に取り組んでいます。 

 

全国の地域販社14社、約1,500店の販売店を通じて、約120万世帯の家庭や企業にLPガスを供

給しています。あんしん点検などで定期的に家庭を訪問する“接点”を活かして、ガスの良さを多く

のお客様に知っていただくキャンペーンや、情報誌やホームページを活用して、キッチンやお風呂、

生活関連の商品・サービスを販売する「くらしの森」事業に注力しています。また、タクシーなどの

車にLPガスを供給するオートガススタンドを全国に136ヵ所展開しています。 

 

“産業用エネルギーのエキスパート”として、全国約2,500社（3,500事業所）の工場・運送会社・

船舶会社などに「石油、LPガス、石炭などの一次エネルギー」「電気、熱などの二次エネルギー」「ア

スファルト、セメントなどの産業用資材製品」を販売しています。省エネ・環境対応・コスト削減が求

められるなか“エネルギー・ソリューション”をコンセプトに、尿素水や地下水膜ろ過システム、コー

ジェネレーションシステムなども販売しています。 

会社概要 

事業内容 

財務ハイライト 

●カーライフ事業 

●ホームライフ事業 

●産業マテリアル事業 

売上高 経常利益 当期純利益 総資産・ROA

3ITOCHU ENEX CO., LTD.



8t中大型DMEトラック 

水素ステーション 

人へ、社会へ、地球環境へ。より大きな責
次世代の新エネルギーの開発・実用化を
伊藤忠エネクスは、エネルギー業界の一員として、本業を通じた社会貢献 

──地球環境にやさしい、次世代の新エネルギーの開発や利用促進をめざし

なかでも、当社が次代を見据えて注力しているのが、 

「DME（ジメチルエーテル）」と「燃料電池向け水素ステーション」の事業化

この実現に向けて、政府が主催するエネルギー関連の委員会や部会、各種プ

多数の企業とともにノウハウを蓄積しています。 

「DME（ジメチルエーテル）」の実用化に向けて 

「燃料電池自動車向け水素ステーション」の営業を開始 

DMEは、PMをまったく発生させず、 
取り扱いも容易な次世代燃料です。 

2002年から石油天然ガス・ 
金属鉱物資源機構と 
共同事業を推進しています。 

発電時の環境特性や 
発電効率が高いことから、 
社会の省エネ志向にマッチしています。 

経済産業省のプロジェクトに 
参加するとともに他社と共同で 
水素ステーションを運営しています。 

  DMEのメリットとは？ 
 

 

 

DMEは、天然ガス、石炭などさまざまな原料から製造でき、

自動車用、産業用、発電用の燃料など幅広い展開が可能な

次世代燃料です。伊藤忠エネクスは、このDMEを、トラック、

ディーゼル車両向けの軽油代替燃料として実用化研究を進

めています。 

DMEは、燃焼時に排ガスで問題になっているPM（粒子状物

質）がまったく発生せず、LPガス同様、輸送・貯蔵は液体で、

消費時はガスという取り扱いの容易さも特長の一つです。

また、高効率利用によってCO2の削減も期待できます。 

 
 
 

  伊藤忠エネクスの取り組み 
 

 

 

最初に社内に調査・開発チームができたのは2001年4月

です。その後、2002年から2003年にかけて、石油天然ガ

ス・金属鉱物資源機構（旧石油公団・旧金属鉱業事業団）と

の共同研究事業に、当社をはじめとする9社が「DME自動

車実用化研究開発グループ※1」として参画し、ディーゼル

に代わる中大型DMEトラックの研究開発事業を推進してき

ました。 

また、2004年の夏には、総

積載量8tのトラックの実験

走行を、新潟から筑波、横浜

の間で実施し、軽油使用時と

同等のトルク、パワーを確保

  燃料電池のメリットとは？ 
 

 

 

燃料電池とは、水素と酸素の化学反応によって水が生成され

るエネルギーを電気エネルギーとする発電システムで、この

エネルギーをモーターの動力とする車が燃料電池自動車です。

燃料電池の最大の魅力は、発電時の環境特性が高く、発電効

率も従来型の発電と比較して非常に高いことです。 

また、排熱回収装置によって回収し

た熱を給湯需要に再利用でき、

社会の省エネ志

向にもマッチ

しています。 

  伊藤忠エネクスの取り組み 
 

 

 

伊藤忠エネクスは、経済産業省の「固体高分子形燃料電池

システム実証試験等補助事業」のなかで（財）エンジニアリ

ング振興協会と（財）日本自動車研究所が実施する「水素・

燃料電池実証プロジェクト（JHFC）」に参加し、水素ステーショ

ンの開発を行っています。 

具体的には、シナネン（株）、栗

田工業（株）とともに2004

年4月、相模原市に水素ス

テーションを建設し、すで

に営業を開始しています。

特集 
伊藤忠エネクスグループの 

“NEXT” 

水素ステーション 
より供給 

酸素 
（空気） 

水 

電気 燃料電池 制御 
装置 

水素 
タンク 

バ
ッ
テ
リ
ー モーター 

水素 

環境 

環境 

燃料電池自動車のしくみ 



水素発生装置搭載専用トラック 

クレーン付DMEトラックとステーション 

任を果たしていくために 
をめざしています。 

ています。 

です。 

ロジェクトへ積極的に参加し、 

伊藤忠エネクス（株）、伊藤忠商事（株）、三菱ガス化学（株）、コー
プ低公害車開発（株）、独立行政法人産業技術総合研究所、JFE 
ホールディングス（株）、岩谷産業（株）、福山通運（株）、（株）小
野測器 

神奈川県、伊藤忠エネクス（株）JFEホールディングス（株）、日
本DME（株）、JFE 物流（株）、いすゞ 中央研究所、岩谷産業（株）、
京浜物流（株）、日本通運（株） 

燃料電池自動車のコストが大きな課題ですが、 
競争によって大幅なコストダウンと、 
市場拡大が見込まれます。 

2008年頃から本格化する原料供給を見据えて 
DMEステーションなどのインフラを 
整備していきます。 

※１ 
 
 
 

※2

することが実証されました。また、グループ会社の株式会社

東北東海ではガス代替の工場用燃料としてのDMEの実証

実験を終了し、実用化と導入に向けた知見を得ることがで

きました。 

そして2005年の2月、前述した実用化グループが、当社も

参加するもう一つのグループである「京浜臨海部DME自動

車普及モデル事業実行委員会※2」と協力し、わが国初の

DMEトラックの事業用走行を開始しました。ちなみに、この

トラックはクレーン車で、JFEスチール東日本製鉄所の構内

で鋼材搬送のロープを回収する作業車として試験走行して

おり、今後、この車を用いて

排ガス性能や耐久性能、燃料

効率など、DME自動車の導入・

実用化に向けた検証を推進

していく計画です。 

 

  今後の課題 
 

 

 

DMEのサプライヤー（製造プラント）がまだまだ少なく、そ

のためコストも高いのが現状です。しかし、海外での生産体

制、供給体制が2008年頃から本格化すると言われており、

期待がもてます。さらに、当社としては、そのタイミングに合

わせてDMEステーションなどのインフラを整備していく必

要がありますが、LPガスと特性がよく似ているため、既存施

設を改良して整備していければ良いと考えています。 

この水素ステーションは、水素発生装置を専用トラックに積み、

アルカリ水を原料として電気分解し、発生した水素をそのま

まトラックで水素ステーションに供給するという画期的なシ

ステムを採用しています。石油製品やガスなどから水素を

取り出すシステムもありますが、原料となる石油製品やガス

そのものを生産する際にCO2が発生することを考えると、

当社の“水から水素を取り出す”システムはトータルでCO2

の発生を抑える、いわば究極のシステムだと自負しています。

また、移動式であること、現在稼動中のオートガスステーショ

ンに併設することもできる

ことから、実現性が高いと

考えています。 

 

   

  今後の課題 
 

 

 

以前は消防法によって水素ステーションをガソリンスタンド

に併設することができませんでしたが、規制緩和が進み、新

基準を満たすことで併設が認められました。現在の最も大

きな問題は、燃料電池自動車が一台1億円以上するというコ

ストです。経済産業省の計画でも2010年の導入目標は5

万台に過ぎません。ただし、この分野は現在、日米の自動車メー

カーが激しい先端競争を行っていることから、予想より早く

市場が生まれると期待しています。 

5ITOCHU ENEX CO., LTD.



順調なスタートを切った中期ビジョン「創生2008」を着実に推進し、 
持続的な成長に向けてさらなる努力を重ね 
多様なステークホルダーの期待に応えてまいります。 

代表取締役社長 

2004年度の業績概況 

当期における国内経済は、比較的好調な米国経済と急

成長を維持する中国への輸出や設備投資が増加した

ことで、個人消費や雇用情勢は堅調に推移しましたが、

下半期においてそれらの伸びが鈍化するなど、景気回

復は緩やかなものとなりました。 

一方、歴史的な原油価格の高騰をはじめ、鉄鉱石、石炭

など素材価格の高騰が原材料価格にも波及しており、

当社グループが所属する石油・LPガス業界においても、

中国・インドなどアジア圏の経済成長に伴う需要増によっ

て、供給能力の不足懸念から、原油価格やLPガスが高

騰し、経営の新たなリスク要因となっています。 

こうしたなか、当社グループの業績は、厳しさを増す事業

環境ながら、夏の記録的猛暑および今年に入ってから

の厳冬による石油製品販売量の堅調な推移、および需

要増加に伴って実施した価格転嫁が従来にも増して順

調に進んだことを背景に、カーライフ事業や産業マテリア

ル事業では、増収増益を達成することができました。しか

しながら、LPガスにおいては競争環境の激化から価格

転嫁が思うように進まず、ホームライフ事業で増収減益

を余儀なくされました。 

その結果、連結での売上高は、6,352億30百万円（前期

比14.4%増）となり、経常利益については、ホームライフ

事業の減益を他の2事業がカバーするかたちで86億78

百万円（前期比35.7%増）となりました。なお、すでに発

表の通り、当期はグルー

プ会社の（株）東海の

株式譲渡に伴う引当

金を特別損失として計

上したため、連結ベー

スでは40億83百万円

山田 清實 
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中期ビジョン「創生2008」の進捗状況 

CSR経営に関する方針 

の初めての当期純損失となりました。（株）東海の件に

ついては、最終赤字の要因であり、株主の皆様にご迷惑、

ご心配をおかけして大変申し訳なく思っています。ただ、

同社は中国製品の台頭でここ数年厳しい経営状態に

あり、当社としては、追加的な改善策をとり続けていくより

も、強みのある事業に投資していくことを優先させること

としました。得意な事業領域に経営資源を集中できる状

態を整備できたという意味で価値があり、最終赤字はあ

くまで一過性のものとして、2005度以降は株主の皆様を

はじめ、ステークホルダーの皆様の期待に応えうる業績

を確保できると考えております。 

これに伴い、2004年度期末配当は、前期と同様、1株当

たり6円とし、年間配当は12円とさせていただきました。 

 

 

 

当期は、2004年4月に策定した中期ビジョン「創生2008」

の初年度であり、「変える」「極める」「創る」というスロー

ガンのもと、さまざまな施策に取り組んでまいりました。 

「変える」では、創業以来の支社・支店制度を廃止し、3

事業本部制を導入しました。また、「極める」では、組織

の集約とスリム化を実施しました。そして「創る」では、カー

ライフ事業において、中古車の新しいビジネスモデルで

ある「カーコレクション」や新しいクレジットカードサービス

を開始するなど、既存事業を基盤としたリテールビジネス

を拡大しました。ホームライフ事業においても、リテール

強化の柱となる「くらしの森」事業で新しいサービスを順

調に立ち上げております。また、産業マテリアル事業では、

NOx低減に役立つ「尿素水」の販売など、産業界の環

境保全ニーズに応えるサービスを手がけ、好評を博して

います。 

このように、中期ビジョン「創生2008」に基づく取り組みは、

その初年度において、それ

ぞれの切り口で順調なスター

トが切れたと認識しておりま

す。もちろん、成果はあくま

で1年目のものであり、エネ

ルギー業界の構造変化が

ますます加速するなか、2年

目以降も初年度以上にしっ

かりとした「覚悟」と「情熱」をもって改革に取り組んでい

かねばならないと考えております。 

 

 

 

このように、当社グループでは複合エネルギー企業として、

事業やエリアを絶えず拡大・強化し続けていますが、そ

れに伴って、企業としての責任も、売上や収益だけでなく、

コンプライアンスや製品・サービスの安全性確保、環境保

全、人権や雇用への配慮など、より幅広い視点で果たし

ていかねばならないと考えております。責任を十分に果

たしていくためには、まず上に立つ立場の人間、具体的

にはわれわれ経営陣をはじめ、管理職クラスの社員が日

常的に率先垂範していくことが何よりも重要です。また、

社員一人ひとりが自らの課題と捉え、事業に伴うさまざま

な責任を果たしていけるような仕組みが必要になります。

そこで当社は、社員の行動規範「有徳」を基本に、「グルー

プ行動宣言」や「環境方針」を策定するなど、全社をあ

げてCSR活動に取り組んでいます。 

そして、安定的な収益による持続的な成長を果たし、獲

得した利益を株主の皆様への配当をはじめ、商品開発

への投資資金や社員への適切な報酬、社会貢献活動

への拠出など常に適正に配分し続けることこそが社会

の一員としての企業の責務と考えております。 
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代表取締役社長 

2005年度に向けて 
 

 

中期ビジョンの2年目にあたる2005年度につきましては、

先に述べました「変える」「極める」「創る」というコンセ

プトを一層加速し、「業界No.1のエネルギー専門商社」

から、エネルギー・車・家庭を核とした「複合エネルギー

企業」を実現すべく、人々の暮らしに密着した商品・サー

ビスを一層強化してまいります。 

また、CSRに関する取り組みも、当社の事業特性に応じた

リスクマネジメント、そし

て伊藤忠エネクスらし

いCSRという視点から、

2005年７月に「グルー

プ行動宣言」「環境方

針」を改訂し、その周

知徹底と企業行動の定着

に一層力を注いでいく方

針です。 

さらに、こうした当社グルー

プのビジョンやさまざまな活

動について、個人株主、投

資家の皆様を対象とした

説明会や各種IRツールによっ

て可能な限り情報公開し、株主の皆様の声をさらなる経

営改革に活かしていきたいと考えております。 

ステークホルダーの皆様におかれましては、当社グルー

プの今後の取り組みにご期待いただき、引き続きご支援

を賜りますようお願い申し上げます。 

伊藤忠エネクスグループCSR全体像 
ステークホルダー 

地球環境 

社員 

サプライヤー 

株主・投資家 

行政 

顧客 

社会 

経営理念 

コーポレート・ 
ガバナンス コンプライアンス 

CSRプログラム 環境方針 

グループ行動宣言 

社員の行動規範（社訓） 
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創業以来の支社・支店体制を廃止し、3事業本部制を導入しました。これにより、それぞれの地域に分散していた力が事業本部のもと

に結集し、方針や戦略がより明確になりました。また、組織の階層が以前に比べてフラットとなったことで、意思決定のスピードがアッ

プしました。ただし、地域の壁を越えたことで、逆に、事業本部間の壁を越えるシナジーや総合力をいかに発揮していくかという課題

も現れています。しかしこの点は、当初から予期していたことであり、まずは個々の事業の収益性を確立することを優先して事業本部

制を導入したことから、これからのテーマと位置づけています。 

また、3事業本部ごとに総資産・投資・融資保証上限枠を設置した「組織コベナント」および事業本部単位で資本コストを考慮した資産

と収益のバランス化を図る「エネクス版EVA」についても目論見通り進んでいます。 

3事業本部それぞれにおいて、当社グループの強みを活かし、既存事業を基盤としながら、新たなビジネス、とくにリテールビジネス

の拡大に取り組みました。 

カーライフ事業本部では、「“販売店様の最強の応援団”になる」というスローガンのもと、オリジナルクレジットカードの発行やメガ

カーライフモールの立ち上げなど、カーユーザーの利便性を高め、販売店様の販売促進につながる新たなビジネスをスタートしまし

た。（P18） 

ホームライフ事業本部では、厳しいエネルギー間競争のなかで、「くらしの森」事業を軸に、ご家庭の幅広いニーズに応えるさまざま

な商材をご提供するとともに、LPガスを燃料とする低公害車の実用化に向けた実証実験などに取り組みました。（P24） 

産業マテリアル事業本部では、「トータル・エネルギー・サービス事業の推進」をテーマに、従来から取り組んでいる新エネルギーの

実用化に向けた研究開発活動、さらにはLNGの取り扱いに向けた取り組みもスタートさせました。（P28） 

右記の3つの方針のうち、「取締役・執行役員数の削減」

と「組織の集約とスリム化」については、順調なスター

トを切ることができました。一方で、「連結対象会社数

の削減」は2004年度末時点では多少出遅れていま

すが、2008年度末の計画達成に向けて強力に推進

していきます。 

中 期 ビ ジョン「 創 生 2 0 0 8 」進 捗 状 況 の ご 報 告  

エネルギー、車、家庭を核とした“複合エネルギー企業”の実現 最終目標 

「変える」「極める」「創る」 スローガン 

伊藤忠エネクスは、2004年4月から2009年3月までの5ヵ年を対象期間とした中期ビジョン「創生2008」を策定。初年
度となった2004年度は、本業では順調なスタートを切ることができました。 

変える 
組織と業務の効率化 

各事業の方針、戦略の明確化とスピーディな意思決定を実現 

極める 
「変える」ための数値目標 

目標数値に向けて確実に前進 

創 る 
事業基盤の構築と整備 

既存事業を基盤として、新規ビジネスを拡大 

連結業績目標と達成状況 

中期ビジョン「創生2008」 

売上高 

ROA（総資本経常利益率） 

売上高経常利益率 

販売管理費（対売上高） 

人件費（対売上高） 

総資産 

7,090億円 

4.7% 

1.5% 

622億円

173 億円

2,280億円 

 

 

 

（8.8%） 

（2.4%） 

6,352億円 

3.8% 

1.4% 

549億円

193億円

2,302億円 

 

 

 

（8.6%） 

（3.0%） 

51.9% 

52.6% 

66.7% 

― 

― 

― 

5,550億円 

2.8% 

1.2% 

559億円

190億円

2,210億円 

 

 

 

（10.1%） 

（3.4%） 

2008年度目標 2003年度 2004年度 達成率 

連結経営を「極める」3つの方針と達成状況 

15名 

28部 

720名 

50社 

17名 

31部 

667名 

102社 

71.4% 

88.9% 

― 

1.9%

22名 

55部 

828名 

103社 

2008年度目標 2003年度 方針 2004年度 達成率 

組織の集約 
とスリム化 

取締役･執行役員数の削減 

部の数（単体） 

人員（単体） 

連結対象会社数の削減 
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経営会議 監査役会 

企業統治体制 

経営企画部長 

社外取締役 

監査室 監査役 

社外監査役 

社長 

取締役 

取締役会 

株主総会 

産業マテリアル事業本部 
執行役員 

ホームライフ事業本部 
執行役員 

業務統括本部 
執行役員 

総合企画本部 
執行役員 

カーライフ事業本部 
執行役員 

関連会社 
執行役員 
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ステークホルダーに信頼され、持続的な成長を遂げる企業であるために、 
社会・経済・法的環境に即応した最適なコーポレート・ガバナンスを 
随時検証しながら改善しています。 

伊藤忠エネクスは、ステークホルダーに信頼され、持続的な

成長を遂げる企業であるために、社員の行動規範「有徳（信

義・誠実、創意・工夫、公明・清廉）」を基本姿勢に、経営の透

明性の確保、意思決定プロセスの迅速化などを念頭に置き、

経営にあたっています。また、経営の透明性確保の見地から、

情報開示への積極的な取り組みを重視し、迅速かつ正確なディ

スクロージャーに努めるほか、当社グループの企業特性や

社会・経済・法的環境に即応した最適なコーポレート・ガバ

ナンスを、随時検証しながら改善しています。 

当社では、取締役会による経営基本方針の意思決定と業務

執行とを分離し、経営判断のスピードアップを図るため、執

行役員制度を導入しています。取締役会は、原則として毎月

1回開催しており、必要に応じて臨時取締役会を適宜開催し

ています。取締役会はすべての取締役および監査役を構成

メンバーとして、付議事項の審議および重要事項を報告し

ています。この取締役会を通じて、業務執行の状況を監視

しています。なお、当社では取締役の業務執行すなわち経

営に対する監視機能を強化するため、8名中2名の社外取

締役、4名中3名の社外監査役を選任しています。さらに、

監査機能を強化するため、非常勤監査役（社外監査役）に弁

護士を登用しています。 

また、当社では社長の諮問機関として「経営会議」を設置し、

社長が経営判断する上で必要な全般的経営方針および経

営に関する重要事項の協議などを行っています。構成メンバー

は常勤取締役および経営企画部長で、常勤監査役も出席す

ることができます。 

監査役監査は、監査役会が決定した監査計画に基づいて厳

格に行われています。 

さらに、当社では、取締役会において会社の経営理念や行動

規範を定めるほか、企業倫理担当役員CCO（Chief  

Compliance Officer）の選任およびCSR推進組織を設置

するなど、従来以上に企業倫理やコンプライアンスを重視し

た経営を推進しており、またこうした内部統制システムの適

切な運営を監視・監査する組織として、社長直轄の「監査室」

を設置し、合理的かつ効率的な組織運営を心がけています。 

2004年度は、中期ビジョン「創生2008」の計画（P9）に

基づき、取締役・執行役員を前年度から5名削減し、17名と

することで迅速な意思決定体制の構築に努めたほか、組織

数を55部体制から31部に削減することで業務効率の向上

を果たしました。 

当社は、今後も継続的にコーポレート・ガバナンスを強化し

続けていくことで、企業としての健全な成長を実現するとと

もに、コンプライアンス・環境・保安など企業の社会的責任

を果たし、行動規範「有徳」に恥じない企業として努力し続

けていきます。 

コーポレート・ガバナンス 



CSR委員会およびCSR責任者体制 

①企業の社会的責任に関する全社方針の決定、②グループの役

員・社員が企業の社会的に責任を認識し、良識ある企業人として

行動するためのCSRプログラムの構築と推進、を目的とする。 

委員長：CCO 

委　員：CSR責任者 

事務局：IR広報・CSR室 

2003年に全社のCSR推進役とし社長直轄の「CSR

推進部」として発足。2004年に管理本部の審査部

を含めて「審査CSR推進部」となり、2005年から

は社長直轄の「IR広報・CSR室」に名称を変更。 

CSR責任者およびCSR担当者は、以下の役割を担う。 

①企業の社会的責任の推進および徹底 

②危機管理体制の推進 

③企業倫理違反行為、法律違反行為の防止 

 

④事件・事故・トラブルが発生した場合の窓口 

⑤ISO14001活動のグループ環境責任者 

CCO

IR広報・CSR室 

取締役会 

CSR委員会 

産業マテリアル事業本部 

CSR責任者 

ホームライフ事業本部 

CSR責任者 

業務統括本部 

CSR責任者 

総合企画本部 

CSR責任者 

カーライフ事業本部 

CSR責任者 

関連会社 

CSR責任者 

関連会社 

CSR責任者 

関連会社 

CSR責任者 

関連会社 

CSR責任者 

関連会社 

CSR責任者 

社長 
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CSR経営をグループ全社でより意識的・計画的に推進していくために 
CCOが委員長を務める「CSR委員会」を中心に、 
行動規範に基づく体制づくりや各種の啓発活動を推進しています。 

伊藤忠エネクスグループは、お客様、お取引先様、株主・投

資家、地域社会、社員など、事業に伴って生じるさまざまな

ステークホルダーへの社会的責任を果たすため、コンプラ

イアンスや保安体制の強化、安全で差別のない職場環境づ

くりや個人情報保護、環境管理などに取り組んでいます。 

こうした活動をグループ全社にわたってより意識的・計画

的に推進していくために、2002年4月、CSRの最高責任

者として「企業倫理担当役員」を任命しました（2003年4

月に「CCO：Chief Compliance Officer」に改名）。また、

同年から、CCOの諮問機関として、各事業本部やグループ

会社の「CSR責任者」が委員となり、CCOが委員長を務め

る「CSR委員会」を設置し、グループ社員の行動規範や環

境対策などの方針策定、コンプライアンスを含めた企業倫

理の啓発活動、保安管理をはじめとするリスクマネジメント

体制などを討議してきました。また、これら討議結果に基づ

く具体的な行動事例集を、CSR委員会の事務局となる

CSR担当者が小冊子「CSRプログラム」としてまとめ、

2003年にグループの全役員・社員に配布しました。 

2004年度は、CSR推進チームが中心となり、より体系的

なリスクマネジメントシステムの構築やSRI投資への対応、

グループ会社の環境ISO取得活動などを推進しました。 

CSR推進体制 

環境 



危機管理マニュアルの主な項目 

●油槽所、充填所およびSSの火災・爆発・環境汚染 

●事故発生時の危機管理 

●従業員の業務上の事件・犯罪に伴う危機管理 

●不良商品の販売に伴う危機管理 

●クレーム発生拡大に伴う危機管理 

●土壌汚染に係る危機管理 

●SSのコンタミ事故発生の危機管理 

●マスコミ報道の誤報・風評リスク発生時の危機管理 

●取引先倒産に伴う危機管理 

●首都圏での大震災発生時の危機管理 

●情報システム停止事故発生時の危機管理 

「CSRプログラム」 

「危機管理マニュアル」 
「事故・クレーム拡大報告書」 

取り扱い商品やサービスの特性を踏まえて 
「コンプライアンス」「環境」「保安」を重点項目に、 
CSR活動を推進しています。 

内部監査（業務） 

コンプライアンス 

eラーニングを用いたCSR教育や 
危機管理マニュアルの作成を推進。 

「危機管理マニュアル」 
「コンプライアンス緊急連絡網」 

伊藤忠エネクスグループの取り扱い商品の大部分はガソリ

ン・灯油・軽油・重油・LPガスなどの危険物です。従って、

これら施設における火災・漏洩などの事故は、周辺環境へ

の影響はもとより、人命に関わる重大な影響を及ぼす可能

性があります。そこで当社グループは、CSR経営を推進し

ていく上で、「コンプライアンス」「環境」「保安」、の3つ

を重点項目として各種のCSRプログラムを推進しています。 

「複合エネルギー企業」として、日々新たな商材や商流、商

圏の開発に挑戦している当社グループは、すべての社員が

常にコンプライアンスを意識し続ける必要があります。 

こうした認識をもとに、当社グループは2001年、役員・社

員の行動規範として「有徳（信義・誠実、創意・工夫、公明・

清廉）」を定め、2002年4月からは「企業倫理担当役員」

を任命（2003年4月には「CCO」と改名）し、行動規範を

具体化した「グループ行動宣言」を発表しました（2005年

7月に改定）。また、同年からグループ会社も含めたすべて

の役員、社員を対象として、「グループ行動宣言」に対する

誓約書を取得し、意識の向上を図っています。 

2003年5月には、行動規範、グルー

プ行動宣言を中心に、CSR推進体制、

グループ行動宣言に関する具体的

な行動事例集をまとめた「CSRプ

ログラム」を作成し、全役員、社員

に配布するとともに、CSR推進チー

ムが中心となり、セミナー形式の

CSR教育を行いました。 

また、2004年度は、セミナーに加

え、eラーニングを用いたCSR教育を行うとともに、より高

度なリスクマネジメントを実践するために、社内のイントラ

ネットに各種法規制の一覧表を掲載し、併せて危機管理マニュ

アルの改訂を進めました。これらの内容については、

2005年度に改定する「CSRプログラム（改訂版）」に反

映させる計画です。 

当社グループは、社長直轄の監査室が当社ならびに関連会

社の業務および財産の実態を把握して、諸手続きの法令へ

の準拠状況、財産保全の適否および経営における能率の良

否を検討し、適切な助言、勧告により積極的に業務の改善、

経営の合理化と効率化に努めています。 

当社グループは、事件・事故発生時における社内外におけ

る正確な情報伝達を行うために、事故・事件に遭遇した当

事者から社長までの一貫した通信手段を「コンプライアン

ス緊急連絡網」として整備しています。また、これとは別に、

事業を取り巻くさまざまなリスクへの対応を個別に想定し

た「危機管理マニュアル」を整備しています。 

2004年度は、CSR推進チームが中心となり、土壌汚染問

題への対応を含めたマニュアルの改訂を行いました。 

2004年度の事故発生件数は135件で、その内保安関連

の事故は57件でした。 

環境 
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CSR経営推進のための3つの重点項目 



内部通報制度 

CCO／IR広報・CSR室 

上司 
社外 
相談窓口 
（弁護士） 

ISO14001認証取得事業所一覧（2005年3月末現在） 

伊藤忠エネクス（株）  

伊藤忠工業ガス（株） 

伊藤忠エネクスサポート（株） 

伊藤忠石油販売（株） 

伊藤忠エネクスホームライフ北海道（株） 

伊藤忠エネクスホームライフ東北（株） 

伊藤忠エネクスホームライフ関東（株） 

伊藤忠エネクスホームライフ東関東（株） 

伊藤忠エネクスホームライフ静岡（株） 

伊藤忠エネクスホームライフ中部（株） 

伊藤忠エネクスホームライフ北陸（株） 

伊藤忠エネクスホームライフ関西（株） 

伊藤忠エネクスホームライフ中国（株） 

伊藤忠エネクスホームライフ四国（株） 

伊藤忠エネクスホームライフ九州（株） 

全事業所（油槽所、灯油センター 
など現業事業所含む） 

本・支店 

本・支店 

全事業所、東京忠石販 

全事業所 

全事業所 

全事業所 

全事業所 

全事業所 

名古屋地区 

全事業所 

京都・和歌山地区 

全事業所 

全事業所 

福岡・佐賀地区 

審査登録範囲 会社名 

社員 

内部通報制度 
（相談窓口） 

「2005年度環境活動ポスター」 

内部通報制度（相談窓口） 
環 境 

「環境への適合」「環境保全への貢献」を 
重視した活動を展開。 

当社グループでは、事業活動において各種の法令やグルー

プ行動宣言について違反や違反する恐れがある場合は、速

やかに上司に報告し、事態を改善していくことを原則とし

ていますが、何らかの理由によって通常の報告では迅速な

問題の解決が図られない場合に備え、社内・社外の2段階

のルートを通じて直接相談ができる内部通報制度（相談窓

口）を導入しています。 

社内では、IR広報・CSR室が窓口となり、電話やメールで相

談を受け付けています。また、社内相談窓口で解決できな

い場合には、社外相談窓口として直接弁護士に相談するこ

とができます。 

2004年度は、4件の相談がありましたが、4件とも社内相

談窓口で解決しています。 

当社グループは、地球環境問題への取り組みを経営の最重

要課題の一つとして捉え、2002年の10月に「環境方針」

を定めたほか、グループ行動宣言で「地球環境の保全と改

善に配慮した業務活動を行う」ことを明記して、「環境適合

性（環境への適合・環境保全への貢献）」を重視した企業活

動を推進しています。 

その活動の一つとして、環境マ

ネジメントの国際規格である

ISO14001の認証取得にグルー

プをあげて取り組んでおり、現在、

油槽所など現業事業所を含む伊藤

忠エネクスの全156部署で認証を

取得しているほか、グループ各社に

も認証取得活動を広げています。 

 

環境 
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取締役会 

環境監査チーム 

環境管理体制（2005年度） 

環境監査結果 

定期内部監査 

外部審査  

 

本部査察（環境） 

2004.11.25～12.22 

2004.9.13～9.14  

 

2004.9

・全部署（43ヵ所） 

・伊藤忠エネクス本社 

・福岡油槽所 

・長崎油槽所 

・伊藤忠エネクスホームライフ北陸（株） 

・伊藤忠エネクスホームライフ関東（株） 

・現業事業所での教育が一部未実施でしたが、監査後に速やかに実施 

・環境現状調査が未実施でしたが、 
2005年3月までに全事業所で実施完了 

・現業事業所において、古い作業手順が使用されていましたが、 
最新の手順書に変更 

・問題なし 

2 

0  

 

0 

 

実施日 対象 監査の種類 

IR広報・CSR室 

CSR委員会 

産業マテリアル 
事業本部 

ホームライフ 
事業本部 業務統括本部 総合企画本部 

カーライフ 
事業本部 

6チーム 6チーム 2チーム 3チーム 9チーム 

27部署 27部署 18部署 6部署 27部署 

環境管理責任者 CCO

社長 

不適合件数 

重大 

20 

0  

 

0

軽微 
主な不適合内容と是正状況 

5環境グループ 

26環境チーム 

156部署 

環境監査 
当社では、ISO14001規格に基づいて内部監査員が実施

する「内部環境監査」（年1回）、ISO14001認証取得事業

所を対象に外部審査機関が実施する「外部審査」を行って

います。これらに加え、2004年度からは、各事業本部が行

う保安査察（P15）時に、環境改善推進者の責任の遂行状

況や産業廃棄物などの順法状況といった環境関連事項に

ついても確認を行う「本部査察（環境）」を当社の事業所だ

けでなく、グループ会社まで範囲を拡大して実施しています。

2004年度は、体制の関係で2社のみの実施となりましたが、

2005年度は対象を拡大して実施する予定です。 

環境管理体制 
当社の環境マネジメントについては、環境をCSRの1つと

捉え、「CSR委員会およびCSR責任者体制」（P11）と同

一化した「環境管理体制」を組織しています。 

CCOが環境管理責任者となり、伊藤忠エネクス・伊藤忠工

業ガス・伊藤忠エネクスサポートの3社が2004年度は、7

つの環境グループ・11環境チーム・160部署の編成で、9

つの環境改善活動（P39）を行いました。 

2005年度は、5環境グループ・26環境チーム・156部署

の編成で、2月の京都議定書の発効を受けて改訂した、「環

境方針」（P38）にある「地球温暖化対策（CO2削減）」を

主目的とした、18の環境改善活動を行っています（P42）。 
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CSR経営推進のための3つの重点項目 

環境 

環境 



環境教育実施内容（集合研修のみ） 

新任リーダー  
 

環境の推進者 
 

内部環境監査員 

主任環境監査員 

新たに環境リーダーになった人に対し、 
環境に関する基礎知識やエネクスグループの 
環境活動について研修 

グループ会社の環境責任者と事務局を対象に 
各社の環境活動を報告・検討 

内部環境監査員の養成 

監査経験者から内部環境監査の責任者の養成 

26  
 

18 
 

20 

10

概要 対象 参加者 

保 安 

“保安なくして利益なし”を 
スローガンに。 

環境教育 

環境データ集計システム 

保安管理規程 

保安監査・保安査察 

※ 関連会社の適用範囲 
石油製品貯蔵施設（油槽所・アスファルト基地等）および販売事業所（サー
ビスステーション・灯油供給センター等）高圧ガスの製造施設（ガス基地・
ガス充填所・オートガスステーション等）および販売事業所（ガス販社等）
その他指定する事業所ならびに施設 

当社グループでは、環境活動のレベル向上を図るための環

境教育・研修に注力しています。その一環として、2004 

年度は、環境をテーマに全役員・社員に対してeラーニング

を用いた教育を実施しました（P17）。 

また、グループの事業所内の環境監査を実施する内部監査

員の養成に取り組んでおり、2004年度は新たに21名の

内部監査員を任命し、2005年3月末現在、グループで

175名の内部監査員を擁しています。さらに、監査員のな

かからリーダーとして主体的に内部監査を実施する主任監

査員の養成も行っており、グループ全体で45名の主任監

査員が活躍しています。 

また、グループ会社の環境管理責任者や事務局を対象に、

各社の改善活動状況の確認やエネクスグループの環境改

善活動のあり方の検討を行っています。 

当社は、CO2発生品目である電気・車の燃料などの消費量

やグリーン購入品目であるコピー用紙・文房具などの使用

量など、約30品目の実績を各部署で入力することで全社

の実績や目標達成状況を一元的に管理する「環境データ集

計システム」を2005年2月から導入しています。また、ホー

ムライフ事業本部が管轄する販売会社でも導入を進めて

おり、今後はカーライフ事業本部が管轄する販売会社へと

広げていく計画です。このシステムを活用して、京都議定

書の発効によって義務づけられたCO2発生量の削減を、当

社グループとしての計画立案、管理に活用していく方針です。 

当社グループでは“保安はすべての業務に優先する─保安

なくして利益なし”をスローガンに、関連法規を遵守するこ

とはもちろんのこと、グループの自主保安規程を定めた「保

安管理規程」「自主保安規準」を制定し、個々の商品の取り

扱いに関する保安の確保・危険予防に関する体制づくりを

推進することで、保安担当者はもちろん、全社員の保安に

対する認識の維持・向上を図っています。 

IR広報・CSR室では、伊藤忠エネクスおよび持株比率

50%超の関連会社を対象※に、石油製品や高圧ガスなど

に関係する事故および災害を未然に防止するための「保安

管理規程」を制定しています。 

規程は、「保安監査・保安査察」「保安教育訓練」「施設、設

備および作業の安全確保」「コンプライアンス緊急連絡網

および災害対策本部の設置」などの項目から成っており、「保

安監査・保安査察」「災害対策本部の設置」については、別

途詳細な運用規程を定めています。 

当社グループは、事業所の保安管理状況を把握し、法令や、

法令とは別に定めた「自主保安基準」に適合した事業を行っ

ているか否かを現地調査・指導する保安査察を実施してい

ます。査察には、「本部査察」「内部保安査察」「特命監査」

の3つの種類があり、実施体制、内容、頻度は次頁の表の通

りとなっています。 

これらそれぞれの査察において、改善を要する事項があっ

た場合は、査察担当者が現地で講評を行うとともに、事業

所長宛に文書通知することとなっています。 

また、「本部査察」「内部保安査察」の結果は、各事業本部

長に報告されるほか、IR広報・CSR室に回付されます。改善
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事業所における監査・査察項目およびチェックリスト 

会社の方針及び重要項目の徹底に関すること 

事業所の環境整備状況 

保安選任者の職務遂行状況 

保安管理体制の機能状況 

作業管理状況 

設備の保守点検整備状況 

保安帳票の整備状況 

保安教育訓練の実施とその記録 

容器管理状況 

関係法令及び社内基準の遵守状況、その他保安に関する事項　ほか 

査察の種類 

頻度 担当 内容 内容 

本部査察 
 
 
 

内部保安 
査察  
 

特命監査 

3年に 
1回以上  
 

1年に 
1回以上  
 

IR広報・CSR 
室長が必要と 
認めるとき 

保安に関する全般と、法令および
自主保安基準に基づき、事業所の
保安の実施および管理状況につ
いて、査察および指導・教育を行う 

保安に関する全般と、法令および
自主保安基準に基づき、事業所の
保安の実施および管理状況につ
いて、査察および指導を行う 

社長またはCCOの指示に従い、必
要に応じて監査を行う 

各事業 
本部  
 

各事業 
本部  
 

IR広報・ 
CSR室 

● 
● 
● 
● 
● 
● 
● 
● 
● 
● 
　 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

　 

保安掲示板 

保安教育・訓練 

保安掲示板 

を要する指摘事項については、査察担当者が改善のための

保安指導・保安教育を実施しています。 

さらに、年間を通じた監査や査察の結果は、IR広報・CSR室

が社長、CCOおよび本部長に報告するとともに、次年度の

保安対策に活かしています。 

2004年度は、コンプライアンスをより強化するため、「本

部査察」「内部保安査察」に活用する査察チェックリストを、

点数評価から可否評価へと変更し、法令や自主保安基準へ

の適合性をより明確に区分するようにしました。また、不適

合が著しい場合は、各事業本部長の判断によって、社名・保

安管理統括者・保安担当責任者・諸届出資格者などの公表、

グループ各社の就業規則に準じた罰則の適用、人事評価へ

の反映など、査察結果への対応を強化しました。 

2004年度は、514事業ヵ所を対象に保安監査を実施し、

573件の業務改善項目が確認されました。これらに対して

は、即座にIR広報・CSR室および事業本部により改善指示

を行い、現在までにその大半が改善されています。 

2004年度の各事業本部における活動や実績については、

P22（カーライフ事業本部）、P27（ホームライフ事業本部）

P30（産業マテリアル事業本部）をご覧ください。 

 

 

当社グループは、各事業所の社員に対して、保安管理に関

する一般知識や専門知識、各種の技能修得を目的とした保

安教育を行っています。保安教育は、事業所長および法定

責任者が計画を立案し、実施しています。また、個々の事業

本部および主管部署では、関連会社・委託会社（給油所、ガ

ス販売店など）の保安指導を行っているほか、独自の訓練

の実施、行政が開催する広域訓練への参加など、各地にお

いて自主的な保安教育・訓練を行っています。 

2004年度の各事業本部における活動や実績については、

P22（カーライフ事業本部）、P27（ホームライフ事業本部）、

P30（産業マテリアル本部）をご覧ください。 

当社グループは、グループのイントラネットを活用して、保

安に関する掲示板を企画・運用しています。掲示板には、最

新の法令情報や活動トピックスのほか、グループ内の保安・

コンプライアンスに関する通達・指針などの文書などを掲

載し、グループ社員の意識啓発や認識向上に役立てています。 
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eラーニングの科目 

1. 2. 3.コンプライアンス 環 境 個人情報保護 
コンプライアンスの理念 
契約 
独占禁止法 
PL法 
情報セキュリティ 
知的財産権 
伊藤忠エネクスの 
CSRへの取り組み 

● 
● 
● 
● 
● 
● 
● 

地球環境問題について 
伊藤忠エネクスの 
環境への取り組み 

● 
● 

個人情報保護の意義 
個人情報漏洩と私たちの責任 
現場で役立つ個人情報保護 

● 
● 
● 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7

1 

2

1 

2 

3

「ENEX-C」 

e-ラーニング受講の様子 

C S R 教 育  

IR広報・CSR室では、伊藤忠エネクスの各事業所、関連会

社のCSR責任者を通じて、グループ全体のCSR教育を実

施しています。 

2004年度は、10月から12月までに当社の全役員・社員

698名を対象としたCSR教育をeラーニングの手法を用

いて実施しました。 

内容は、市販の教育ソフトの一部を当社向けにカスタマイズ

したもので、以下の3つの科目について、対象者の約95%、

660名の役員・従業員が履修を終えました。eラーニングは、

2005年度も引き続き内容

を変更して実施する計画です。 

また、各事業本部および関

連会社に対しては、セミナー

形式でCSR全般、情報セキュ

リティ、個人情報保護、土壌汚染対策についての教育を行い

ました。セミナーは、伊藤忠工業ガス、伊藤忠エネクスサポー

トなどを含めた各関連会社、および当社の各事業本部で実

施しました。 

eラーニングを用いたCSR教育を実施 

当社は、CSRに関する基礎知識の提供や社員の意識向上

を目的に、情報提供ツール「ENEX-C」を年6回発行し、コ

ンプライアンス、環境、保安、社会貢献などの活動内容や最

新の法律について紹介しています。「ENEX-C」は、当社の

ホームページでご覧いただくことができます。 

http://www.itcenex.com/csr/kawara.html

情報提供ツール「ENEX-C」を発行 
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カーライフ事業本部は、全国約2,200ヵ所の系列SSに対してガソリン、灯・軽

油などの燃料油を販売しており、商社系卸としては国内最大規模を誇って

います。 

伊藤忠エネクスは、数年前よりカーライフ事業本部のテーマを「SS（サービス・

ステーション）からCS（カーライフ・ステーション）へ」とし、生存競争の厳しい

SS業界で生き残るために、燃料油以外の商品やサービスによって付加価値

を高めることを販売店様に提案してきました。また、昨年度からは、このテー

マを一歩進めた「Choice ＆ Selected Station～選び選ばれるカーライフ・ス

テーション（CS）づくり～」を掲げ、販売店様の最強の応援団として、お客様

に喜んでいただけるような魅力的なCSづくり――業態提案を行っています。 

たとえば、2004年度には従来の車買取販売事業（ジャック・フランチャイズ・ス

テーション）や車検整備事業（ホリデー）に加え、板金事業を展開するとともに、

損害保険会社3社と提携し、CSにおける保険取り扱い事業を強化しました。 

また、インターネットを利用してオートオークションに参加できるシステム（ASネッ

ト）を構築している（株）オートサーバーに資本参加し、新業態となるCS用車

販売買取システム「カー・コレクション」を展開し、2005年6月時点で170ヵ所を

超える加盟を得ています。 

このほかにも、国内ホームセンター大手のコーナン商事グループと合弁でオー

トジョイントコーナン（株）を設立。ホームセンター敷地内における大型セルフ

SS、洗車、車関連事業を展開していく計画で、2004年度は第1号店を千葉

県市川市に開設しました。今後も積極的に展開し、3年間で30店の開設を

めざしていきます。 

さらに、お客様のCSへの来店頻度を高めるためのアイテムとして、ポケットカー

ド（株）と提携し、当社独自の「カーエネクスitsumo（イツモ）カード」を開発。

2005年6月時点で約85,000枚を発券しており、2005年度中に20万枚の発券

をめざしています。 

SS業界を取り巻く環境は依然厳しく、全国では毎年1,000ヵ所以上のSSが

閉鎖を余儀なくされています。このような環境のなか、当社の系列SS（CS）

は増加しており、販売数量も伸びています。カーライフ事業本部はこれからも

お客様に選ばれるCSづくりを応援していきます。 

「SS（サービス・ステーション）から、 
CS（カーライフ・ステーション）へ」を合言葉に、 
快適で安全なカーライフをサポートしています。 

営業利益率 

売上高および営業利益率 
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商品別売上高比率（2004年度） 

ガソリン 62.0%

その他 1.1%潤滑油 0.4%
重油 4.5%

軽油 20.0%

灯油 12.0%

（年度） 

売上高 
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